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はじめに 

本社やオフィスのあり方、さらに働き方を再考するきっかけとなったコロナ禍。テレワーク、

オンライン会議、オンライン商談などを導入する企業が増加し、場所を問わず働くことができた

り、会議や営業活動を行ったりすることができる基盤の整備が進んでいる。また、リスク回避の

観点から、本社機能を含む拠点の分散化を図る動きも広がってきた。 

一方、企業の首都圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）集中に変化が生じている。長年、

首都圏への転入超過が続いていたが、2021 年は転入 328 社、転出 351 社と、2010 年以来 11 年ぶ

りの転出超過（23社）。収束が見通せない新型コロナウイルスなどを背景としたリスク回避、地方

自治体の企業誘致強化により、首都圏（大都市圏）から地方へという流れが加速する可能性もある。 

帝国データバンクでは今回、2021 年を直近年として企業の本社移転調査を実施。都道府県をま

たいだ本社移転が判明した企業のうち、長野県へ転入、長野県から転出した企業を対象に分析し

た。なお、今回の調査における「本社」とは、実質的な本社機能を有する事業所を指し、商業登

記上の本店所在地と異なるケースがある。また、本社機能分散化などに伴う移転も含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別企画：長野県本社移転企業調査 

2021年は転入 17社・転出８社、９年連続転入超過 
過去 10年間の転入超過数の累計は都道府県別で８位 

調査結果（要旨） 
■県内への転入出、2021年は９社の転入超過 

2021年に長野県外から県内へ転入した企業は17社、県内から県外へ転出した企業は８社。

転入超過数は９社と、前年（６社）を上回った。長野県の転入超過は９年連続。 

■転入企業の半数以上が首都圏から 

  2021 年、県内への転入企業 17 社の転入元は、「東京都」が９社で半数以上を占めた（構

成比 52.9％）。「神奈川県」の１社を加え、首都圏からの転入は 10社（同 58.8％）。 

■転入企業、業種別では「サービス業」８社、「製造業」５社など 

  2021 年に県内へ転入した 17 社を業種別にみると、「サービス業」（８社）が最多、「製造

業」（５社）が続く。一方、転出で最も多かったのは「小売業」（４社）。 

■10年間の累計では転入 178社、転出 123社、転入超過 55社 

  2012年～2021年の累計では、県内への転入が 178社、県外への転出が 123社。55社の転

入超過となり、都道府県別では多い方から８番目に位置している。転入超過数上位には、「神

奈川県」（621社）、「埼玉県」（591社）、「千葉県」（297社）と首都圏の３県が並ぶ。 
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１．2021年は転入・転出とも前年から減少、転入超過数は２年連続増加 
2021 年（１～12 月）に長野県外から県内へ本社を移転（転入）した企業は 17 社、逆に長野県

内から県外へ本社を移転（転出）した企業は８社だった。転入が転出を９社上回っている。前年

（2020 年）からは、転入が３社、転出が６社それぞれ減少。転出企業の減少数の方が大きく、転

入超過数は３社増加した。転入超過数が増加するのは２年連続。 

転入企業の転入元は、「東京都」が９社と半数を超えトップ（構成比 52.9％）。「京都府」が２社

で続き、６道県が各１社。

「東京都」と「神奈川県」

（１社）を合わせた首都

圏は10社（同58.8％）で、

全体の６割近くに及ぶ。

一方、転出企業の転出先

は「東京都」「神奈川県」

が各２社で最も多く、４

県が各１社。 

1990～2021 年の状況を

まとめたのが表・グラフ。

90年以降の32年間のうち、

転出超過となったのは

2003年、2005年、2012年

の３回にとどまり、基本

的に長野県は転入超過で

推移してきた。2013 年～

2021 年の９年間は、転入

超過が続いている。 
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２．業種別で最も多かったのは転入が「サービス業」、転出が「小売業」 
長野県に転入、長野県から転出した企業を業種別にまとめたのが下表。転入企業で最も多かっ

たのは「サービス業」の８社。「製造業」が５社で続いている。「製造業」は前年から４社増。ま

た、「サービス業」が５社以上となるのは４年連続。一方、転出企業は「小売業」が４社で最多と

なった。 

なお、年商規模別（年商が判明した企業が対象）では、転入・転出ともすべて「10 億円未満」

に該当している。 

 

 

３．2021年の転入超過数、長野県は都道府県別で８位 
2021年の転入超過数を都道府県別にみると、「長野県」は多い方から８番目に位置し、前年から

ワンランクアップした。転入超過数が最も多かったのは「神奈川県」（146社）で、以下「埼玉県」

（111社）、「千葉県」（42社）の順。首都圏に属する３県がトップ３となるのは、順位は変動して

いるものの前年と同じ。「東京都」が 322社の転出超過（都道府県別で最多）となったため、首都

圏全体では 23 社の転出超過（11 年ぶり）だったが、「東京都」以外の３県へ転入する動きは依然

続いている。 

この３県以外で転入超過数が多かったのは、「兵庫県」（30 社）、「茨城県」（21 社）、「沖縄県」（16

社）、「福岡県」12社など。一方、「東京都」に次いで転出超過数が多かったのは「大阪府」（60社）。 

47都道府県のうち、転入超過が 27道府県、転出超過が 18都府県、２県は転入・転出同数だった。 
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４．過去 10年間の累計は転入 178社、転出 123社、転入超過数は全国８位 

2012 年～2021 年の 10 年間の累計では、長野県への転入は 178 社、長野県からの転出は 123 社

で、55 社の転入超過となっている。都道府県別で転入超過数トップ３は、「神奈川県」（621 社）、

「埼玉県」（591社）、「千葉県」（297社）。2021年と同様、10年間の累計でも首都圏の３県が上位

に並ぶ。以下、「兵庫県」（160 社）、「茨城県」（128 社）、「福岡県」（74 社）、「奈良県」（73 社）、

と続き、「長野県」は８位だった。転出超過数では、「東京都」（1151 社）が最も多く、「大阪府」

（561社）が続いている。 

転入超過は 22県、転出超過は 24都道府県、１県は転入・転出同数。 

 

 

 

 

まとめ 

2021年、長野県内に本社を移転した転入企業は 17社、県外に本社を移転した転出企業は８社だ

った。９年連続して転入が転出を上回り、2012 年以降の 10 年間の累計でも 55 社の転入超過。長

野県の転入超過数は、2021年、過去10年ともに都道府県別で多い方から８番目と高い位置にある。

これは、長野県が日本のほぼ中央に位置し、首都圏・中京圏に近いこと、自然環境に恵まれてい

ること、製造業が集積するほか非製造業も含め様々な産業がバランス良く発展していること、移

住希望者が多いなど住環境に恵まれていることに加え、長野県及び県内自治体がこれまで積極的

な誘致活動を展開してきた成果とみることができる。 

首都圏への企業集中には変化が窺えるが、東京都を除く３県は依然転入超過が続き、その数は

全国の中でも突出。その意味では、企業誘致を行ううえでの最大のライバルは今でも首都圏とい

うことになるのかもしれない。一方、大都市圏から地方へといった動きに加え、新たな拠点の開

設や機能移転も増加しており、各自治体はそれぞれメリットを打ち出し、激しい誘致合戦を繰り

広げている。 

テレワークなど場所を限定しない働き方が拡大し、拠点集中に伴うリスク分散の必要性が上昇。

企業やオフィスに対する考え方は多様化し、地方に居住しながら首都圏など遠隔地の企業に時折

出勤するというスタイルも増えているようだ。誘致するのは企業ばかりでなく、テレワークを推

進する企業の従業員という側面も高まっている。 
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当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。 

著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

【内容に関する問い合わせ先】  

株式会社帝国データバンク 松本支店 担当:奥原 

TEL 0263-33-2180  FAX 0263-35-7763 

 

   

 


